
http://kanko-jinzai.jp/event/Web
本チラシ裏面のFAX申込用紙を送付

03-3545-7311FAX

お申込みはこちら〈方法：Web又はFAX〉 令和2年9月17日（木）～令和3年3月19日（金）  ※定員に達し次第締め切り申込
期間

企  画  ・  運  営 観光産業外国人材活用支援事業運営事務局 （株式会社学情） 主  催 東京都

お問い合わせ 03-3545-7310電  話 info@kanko-jinzai.jpメール

観光産業外国人材活用支援事業

観光産業外国人材活用

専門家派遣事業
観光産業においては、インバウンド需要を積極的に取り込むことを目的に外国人材の採用が進んでいます。
しかしながら、外国人材を活用するための社内体制整備や異文化マネジメントの課題を抱える事業者が多いのが現状です。
本事業では、外国人材の採用を既に実施、若しくは採用を検討している東京都内の観光関連事業者を対象に、
外国人材の採用・定着・異文化マネジメント・在留資格変更等の課題解決のために専門家が訪問し、複数回のコンサルティングを行います。

利用料無料
20社限定

申込み先着順
対  象 東京都内に本社・主たる事業所を持つ宿泊業・飲食業・小売業（免税店）の経営者、人事担当者等

※申込みには一定の要件があります。詳細は本事業ホームページ（http://kanko-jinzai.jp）でご確認下さい。

一般社団法人留学生支援ネットワーク
事務局長

久保田 学
政府の外国人採用・活用事業に携わり、企業や
教育現場での課題解決までの公益的な支援活
動を行う。また、年間200件以上のセミナー講演
を行うと共に政府の外国人材雇用関連の委員
やJETROの専門家等も務める。

行政書士事務所ビザドエイティ
代表

小口 隆夫
行政書士事務所を開設後、約18年にわたり日
本に在留することを希望する外国人のサポート
を実施。また、企業に対して、在留資格や帰化等
の申請手続きの支援を行う。JETRO専門家も務
める。

キャリアSuite　
代表

小林 隆博
情報機器メーカーにて30年にわたるグローバ
ルのビジネス経験を通して、経営に携わる立場
で人材育成のための教育や研修などの実践や
中小規模の企業の海外展開を支援する。また
JETROの専門家も務める。

株式会社クオリティ・オブ・ライフ
代表取締役

原 正紀
早稲田大学法学部卒業、大手機械メーカー、リ
クルート社を経て人材ビジネスの（株）クオリ
ティ・オブ・ライフを起業し、ダイバーシティ人材
支援などに取り組む。政府や自治体の雇用関連
の委員やJETRO専門家も務める。

経験豊富な専門家 ※下記専門家は一例となります。その他社労士等を含めた体制で支援を行います。

※昨今の新型コロナウィルス感染症の状況を鑑み、ZOOM等を利用した非対面での対応も可能です。

支援の流れ

申込みフォーム又は
FAXから受付

事前審査
（申込要件の確認）

1回目
訪問ヒアリング※

支援プログラムを
構築・提示

2回目～5回目の
コンサルティング※

経験豊富な専門家が
貴社の状況を把握した上で
2回～5回の支援メニューを
立案し、コンサルティング

します。

�  外国人材の採用方法がわからない
�  外国人材の採用をしているが応募が少ない
�  在留資格等の制度改正の詳細を知りたい
�  在留資格の手続きの仕方がわからない
�  外国人材の離職率が高い
�  外国人材を受け入れるための体制を整備したい
�  外国人材をマネジメントする管理者を育成したい

こ
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新在留資格
「特定技能」等の
制度改正に関する相談
にも対応します



観光産業外国人材活用

専門家派遣事業
申込書 お申込みは必要事項をご記入のうえ、FAX送信してください。

事業者名

お名前

所在地

部署名

役職名

（　　　　　　　　　　 ）

フリガナ

電話番号

メールアドレス

業種 □ 宿泊業　　　　□ 飲食業　　　　□ 小売業 （免税店）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠

〒　　　　　　─

海外進出状況

相談内容

従業員数
※正規雇用数 □ 20名未満　　　　□ 20～50名　　　　□ 51～100名　　　　□ 101～300名　　　　□ 301名以上

□ 海外進出済み　　　　□ 海外進出計画中　　　　 □ 海外進出していない

ご相談内容を自由にご記入ください

外国人材（正社員）
採用状況 □ 既に採用している　　　　　　□ 検討している

本事業情報の入手
媒体（複数回答可）　　

本事業情報の
入手経路
（複数回答可）　　

□ ウェブ　　　　□ チラシ　　　　□ メール

□ 東京都ホームページ □ 行政機関からの案内 □ 業界団体からの案内
□ Hoteres （紙面） □ HoteresOnline （Web） □ 外食日報
□ やまとごころ □ ジャパンショッピングツーリズム協会 □ 東京商工会議所
□ ニュース記事 □ インターネット検索 □ 知人からの紹介
□ DM・FAX
□  その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

企  画 ・ 運  営 観光産業外国人材活用支援事業運営事務局 （株式会社学情） 主  催 東京都

お預かりした個人情報については、本事業の運営目的のための利用に限定し、個人情報保護法に基づき適正に管理いたします。

03-3545-7311FAX
送信方向

FAX申込書

観光産業外国人材活用支援事業

下記の参加条件をご確認の上、□チェック（ご回答）をお願いいたします。

□ 東京都内に本社・主たる事業所を持つ宿泊業・飲食業・小売業（免税店）の経営者、人事担当者等である


